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答  申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した地方税法（以下

「法」という。）３４２条１項の規定に基づく各固定資産税賦課処分

及び法７０２条１項の規定に基づく各都市計画税賦課処分に係る各審

査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１ 審査会の結論 

本件各審査請求は、いずれも棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件各審査請求の趣旨は、○○都税事務所長（以下「処分庁」

という。）が請求人に対し、別紙１物件目録１記載の土地（以下

「本件土地」という。）について、平成３０年４月１０日付けで

行った平成２５年度ないし２９年度相当分の固定資産税及び都市

計画税（以下「固定資産税等」という。）の各賦課処分（以下年

度の順に「本件処分１」ないし「本件処分５」という。内容は、

別紙２処分目録１ないし５記載のとおり。）及び別紙１物件目録

記載の各不動産について、平成３０年６月１日付けで行った平成

３０年度の固定資産税等賦課処分（内容は、別紙２処分目録６記

載のとおり。以下「本件処分６」といい、本件処分１ないし本件

処分５と併せて「本件各処分」という。）について、それぞれの

取消しを求めるものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

 請求人は、おおむね次のことから、本件各処分の違法又は不当
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を主張している。 

   ○○区に確認したところ、例外はあるが、民有地の境界が道路

の中心線となるようにして、民有地を道路敷地として提供しても

らい、民有地所有者の立会いの下、図面及び境界確認書を作成す

るという説明を受けた。ただし、本件区道については、本来保存

しておくべき資料が処分されてしまっており、確認できないとい

うことだった。しかし、本件私道に係る部分については、本件土

地の西側に接道する部分の北側延長部分の道路中央に、民有地境

界線の鋲が打たれていることから、この延長が本件土地と西側隣

地との境界線と推定できると認定されている。同様に考えれば、

本件区道に係る部分も、本件土地の東側の道路中央線部分に、民

有地境界線の鋲が打たれているのだから、この延長線上が本件土

地と南側隣地の境界線と認定できるはずである。  

 

第４ 審理員意見書の結論  

   本件各審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２

項の規定を適用して、いずれも棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年 月 日  審 議 経  過  

平成３１年 ３月１５日  諮問  

平成３１年 ４月１６日  請求人から主張書面等の提出  

平成３１年 ４月１９日  審議（第３２回第２部会）  

令和 元年 ５月１７日  審議（第３３回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由 
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審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め 

⑴  法３４８条２項５号は、公共の用に供する道路、運河用地及

び水道用地については、固定資産税を課すことができない旨規

定している（法７０２条の２第２項の規定により、都市計画税

についても同様である。）。 

ここにいう「公共の用に供する道路」とは、「道路であって

所有者において一般的利用について何等の制限を設けず開放さ

れている状態にあり、かつ、不特定多数人の利用に供されてい

るもの」をいうものとされている（大阪地方裁判所昭和５３年

４月２５日判決（判例タイムズ３６９号３０３頁）参照）。  

⑵  東京都においては、「固定資産税及び都市計画税の課税事務

の取扱いについて（通達）」（平成２８年１月２９日付２７主

資固第２４３号主税局長通達）により、固定資産税等の課税事

務の取扱いについては、「固定資産税及び都市計画税 課税事務

提要」（以下「事務提要」という。）によるものとされている

ところ、事務提要によると「公共の用に供する道路」とは、「原

則として道路法にいう道路（高速自動車国道、一般国道、都道、

区道）をいうが、その他のものであっても、何等制約を設けず

不特定多数人の利用に供されているもので、…（中略）…条件

に全て該当するものについては、道路法にいう道路に準ずるも

のとして、これに含める。」ものとされている（事務提要第２

章第４節第２・１２・⑴）。  

⑶  東京都都税条例施行規則（以下「都規則」という。）は、法

３４８条２項本文及び７０２条の２第２項により固定資産税等

について非課税の適用を受けるべき者は、都規則１２条の１４

に規定する事項を記載した申告書を知事宛てに提出しなければ
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ならないものとしている（都規則１２条の１４及び１８条２項）。 

⑷  法３５９条は、固定資産税について、当該年度の初日の属す

る年の１月１日を賦課期日（固定資産税等に関する課 税客体、

納税義務者、非課税の範囲、課税標準等の課税要件を確定す る

基準となる日）とする旨規定する（法７０２条の６の規定によ

り、都市計画税についても同様である。）。  

⑸  法４１７条１項は、市町村長は、登録された固定資産の価格

等に重大な錯誤があることを発見した場合においては、直ちに

決定された価格等を修正して、これを固定資産課税台帳に登録

しなければならないとし、この場合においては、遅滞なくその

旨を当該固定資産に対して課する固定資産税の納税義務者に通

知しなければならないとする。  

⑹  法１７条の５第４項は、地方税の課税標準又は税額を減少さ

せる賦課決定は、法定納期限の翌日から起算して５年を経過す

る日まですることができるとする。  

２  次に、本件各処分についての適法性・妥当性を検討する。 請求

人は、本件非課税申告書１ないし３をそれぞれ処分庁に提出して

いることが認められる。 

そして、請求人の各申告に基づき、担当職員が、現地や○○区

台帳係において、本件土地のうち、本件区道の敷地に含まれる部

分の地積の調査を行ったところ、○○区台帳係が平成７年に作成

した本件敷地構成図において、本件区道の敷地に本件土地が存在

するとの表示がなかったこと、また、担当職員が○○区台帳係の

担当職員に確認したところ、道路敷地のうち民有地で構成されて

いる部分については、境界確認書等があればその同意のとおり認

識するとの回答があったが、本件土地と○○番○○の土地の境界

についての境界確認書や、本件区道としての請求人名義の無償使

用承諾書は見つからなかったことが認められる。 
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そうすると、処分庁が、本件区道の敷地としては、本件非課税

申告書１ないし３が提出された平成２９年１２月４日から同３０

年２月８日までの時点において、既存非課税部分に含まれていた

３．２４㎡の部分以外に本件土地について、道路非課税の適用を

受ける土地があるとすることはできないとして、法１７条の５第

４項の規定に基づき減額賦課処分をすることができる平成２５年

度から同２９年度相当分までの各減額賦課処分（本件処分１ない

し５）及び同３０年度の賦課処分（本件処分６）について、上記

部分以外には、請求人が本件非課税申告書３で求めていた 道路非

課税を適用せずに、非課税地積の変更を本件非課税申告書２に基

づく本件私道部分のみに限るものとして、本件各処分を行ったこ

とは、いずれも上記１の法令等の定めに従ったものであり、また、

各固定資産税等の税額の算出について違算も認められないことか

ら、違法又は不当な点を認めることはできない。  

３  請求人は、上記（第３）のとおり、本件地積測量図や本件区道

上の鋲により、本件土地と隣地との境界は本件区道の道路中央線

付近であると判断できる旨主張する。しかし、本件敷地構成図に

おいて本件土地のうち、本件既存非課税部分に含まれていた３．

２４㎡以外に本件区道上にある部分の存在を確認できなかったこ

と、及び本件土地と隣接地との境界確認書の存在を確認できなか

ったことなどから、本件土地のうち、既存非課税部分以外に本件

区道の敷地を構成している部分があると認定することはできない

とした処分庁の判断に基づく本件各処分については、いずれも妥

当なものと認められ、これらを違法・不当とすることはできない。 

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

 その他、本件各処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や
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法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名） 

近藤ルミ子、山口卓男、山本未来  

 

別紙１及び２（略） 

 


